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＜Ｎｏ.１＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

海洋権益を保全するための海洋調査等の推進 

（海洋調査能力の向上） 

（平成23年度予算概算要求関係政策アセスメント

結果（事前評価書）【No.10】） 

担当 

課長名 

海上保安庁海洋情報部 

海洋調査課長 

長屋 好治 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

我が国排他的経済水域（ＥＥＺ）等における海洋資源の開発・普及などの海洋権益 

の保全に資するため、データの不足している海域について、海底地形、地殻構造等の 

調査を推進する。特に重要な海域について、海底地形等の精密なデータを整備するこ 

とができる自律型潜水調査機器（ＡＵＶ）を導入する。 

※自律型潜水調査機器：海底近傍まで潜行のうえ、プログラムされた経路を自動航 

走しつつ、調査を行うことで精密なデータが取得できる無 

人調査機 

（予算関係） 

【平成２３年度予算要求額：３６８百万円】 

【平成２３年度予算額：３６８百万円】【平成２４～２７年度予算額：１，６５０百

万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

１８ 船舶交通の安全と海上の治安を確保する  

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 

海洋資源の開発・普及等、海洋権益の保全に資するための海底地形等の精密なデータ 

の整備。（６海域・平成２７年度） 
 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

我が国領海及び排他的経済水域内の特に重要な海域について、自律型潜水調査機器

を導入し、より詳細な海底地形等の精密なデータを整備することで海洋の総合的管理

に資する詳細な基盤的情報を整備（トカラ群島 2海域、沖縄群島 2海域、先島群島 2

海域の計 6海域）することができた。このうち沖縄群島海域での調査の成果を基に、

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）はより詳細な調査を行い、

当該海域に有望な海底熱水鉱床が存在することを確認した。 

参考ＵＲＬ 特になし 

その他特記 

すべき事項 
特になし 
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参考：平成 22 年 8 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．１０】                              

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 
海洋権益を保全するための海洋調査等の推進 

（海洋調査能力の向上） 

担当課 
海上保安庁海洋情報部 

海洋調査課 
担当課長名 課長 加藤 幸弘 

施策等の概要 

 我が国排他的経済水域（ＥＥＺ）等における海洋資源の開発・普及などの海洋権益

の保全に資するため、データの不足している海域について、海底地形、地殻構造等の

調査を推進する。特に重要な海域について、海底地形等の精密なデータを整備するこ

とができる自律型潜水調査機器（ＡＵＶ）を導入する。 

※自律型潜水調査機器： 海底近傍まで潜行のうえ、プログラムされた経路を自動航

走しつつ、調査を行うことで精密なデータが取得できる無人

調査機 

（予算関係） 

【予算要求額 ： 368百万円】 

施策等の目的 

 我が国のＥＥＺ等における海洋権益を保全し、海上交通の安全確保、海洋資源の開

発・普及等海洋の総合的管理に資する海洋に関する基盤的情報を整備する。 

 

 

 

政策目標 ５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

施策目標 １９ 船舶交通の安全と海上の治安を確保する 

業績指標 － 

検証指標 
海洋資源の開発・普及等、海洋権益の保全に資するための海底地形等の精密なデータ

の整備。 

目標値 ６海域 

目標年度 平成２７年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

 我が国ＥＥＺ等、管轄海域の利活用を始めとする海洋に関する様々な施策の企画及

び実施並びに我が国の海洋に関する権益を保全する上で不可欠な海洋に関する基盤

的情報を整備する必要がある。 

しかし、海洋権益の保全等海洋の総合的管理に必要な海底地形等の精密なデータの

整備が十分ではなく、また、既存の調査能力では精密なデータが整備できない。 

 

ⅱ 原因の分析 

現状の測量船は深海の詳細な調査能力が欠如しており、海底地形等の精密なデータ

が取得できず、海洋資源の開発・普及、海洋権益の保全等海洋の総合的管理に資する

海洋に関する基盤的情報の整備が図れない。 
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ⅲ 課題の特定 

 我が国ＥＥＺ等における海洋権益の保全等海洋の総合的管理のために必要な海洋

に関する基盤的情報が不足しているため、海底地形調査を精密に実施できる能力を備

えた機器を導入する必要がある。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

 従来の機器と比べてより海底地形等の精密なデータが得られる自律型潜水調査機

器を導入する。 

 

 

社会的 

ニーズ 

海洋基本法では、「我が国が国際的協調の下に、海洋の平和的かつ積極的な開発及

び利用と海洋環境の保全との調和を図る新たな海洋立国を実現することが重要」とさ

れており、そのため、海洋の開発及び利用の計画立案等に必要な海洋に関する基盤的

情報の整備が必要とされている。 

また、「新成長戦略」成長戦略実行計画（工程表）（平成22年６月18日閣議決定）

には、「海洋資源、海洋再生可能エネルギー等の開発・普及の推進」が求められてい

る。 

行政の関与 海洋基本法第22条により、国は海洋調査の実施に努めることとなっている。 

国の関与 
海洋基本法第22条により、国は海洋調査の実施に努めることとなっている。 

施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 
368百万円（平成23年度予算要求額） 

自律型潜水調査機器整備 

効果 

海洋資源が賦存する可能性が高い重要海域の絞込みには、従来から実施している測

量船による調査で取得した海底地形データが活用できるものの、その海底熱水鉱床の

詳細な位置を特定するためには、より精密な海底地形データを取得できるＡＵＶによ

る調査が重要であり、このことが、海洋資源の開発・普及につながることとなる。 

この重要海域には、以下の海洋資源が賦存すると推定されている。 

（社）日本プロジェクト産業協議会（海洋資源事業化研究会）／三井物産戦略研究

所グリーン・イノベーション事業戦略室（平成22年３月）によると 

・日本の領海・ＥＥＺの海底に豊富な鉱物資源の存在が推定され、その中でも、賦

存する熱水鉱床は7.5億トン、地金価値に換算すれば80兆円相当。（熱水鉱床の

賦存量は海底火山数と推定熱水活動域の比率等により推定） 

・これらに含まれる金属成分は、日本の年間消費量と比較すると銅16年分、銀180

年分、亜鉛240年分、鉛180年分に相当。 

・その他、金４千トンをはじめとするガリウム、ゲルマニウムなどのレアメタルも

含まれている。 

・海底熱水鉱床周辺に生息している生物群集には、遺伝子資源のソースとして、医

薬品、化学産業からも期待されている。 
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比較 

地形の起伏等の精密なデータを得ることにより、それが海底熱水鉱床等によるもの

か判別が可能となり、海洋資源の開発及び利用の推進等、海洋権益の保全や管轄海域

の利活用に資することが出来るため効果が大きく、効率的といえる。 

代
替
案 

概要 

 従来どおり、既存の設備で実施する。 

費用 

 なし（既存の設備・経費のみで実施） 

効果 

 海洋権益の保全や管轄海域の利活用に必要とされる精密なデータの取得が困難で

ある。 

比較 

海洋権益の保全や管轄海域の利活用に資する精密なデータを整備できず、効果は限

定的となる。 

本案と代替案の比較 

 代替案では、海底地形等の精密なデータを取得するには限界があり、効果が限られ

る。本案では、海洋資源の開発・普及などの海洋権益の保全などの海洋の利活用に資

するための精密なデータの整備を行うことが出来るため、効果が著しく大きい。 

施策等の 

有効性 

自律型潜水調査機器を導入することにより、より詳細な海底地形等の精密なデータ

が整備され、海底熱水鉱床等の海洋資源確保に向けた探査、海洋権益の保全や管轄海

域の利活用に資する海洋に関する基盤的情報を整備することが出来、施策目標の達成

に資するため有効である。 

その他特記 

すべき事項 

○「新成長戦略」成長戦略実行計画（工程表）（平成２２年６月１８日閣議決定）に

明記されている「海洋資源、海洋再生可能エネルギー等の開発・普及の推進」に資

することが出来る。 

○平成２８年度に事後検証シートにより事後検証を実施。 
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＜Ｎｏ.２＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

施策等 

（対象評価書） 

環境共生型都市開発プロジェクトの国際展開支援

の推進 

（平成２３年度予算概算要求関係政策アセスメン

ト結果（事前評価書）【No.19】） 

担当 

課長名 

都市政策課長 

井﨑 信也 

都市計画課長 

宇野 善昌 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

急速な成長を続けるアジア等の新興国においては、人口増加や都市化、工業化、それ 

に伴う環境問題の発生が課題となっており、これらの課題を解決するための環境共生 

型都市開発のニーズが高まっている。このため、日本の技術や基準・規格を国際社会 

へ発信・提案すること等により、我が国がこれまで培ってきた都市開発に係る技術・ 

ノウハウを、構想作成・提案及び海外セミナーの開催を通じ、トータルなソリューシ

ョンとして新興国に展開・浸透させる。 

【平成２３年度予算要求額：257百万円】【平成２３年度予算額：151百万円】 

【平成２４～２８年度予算額：891百万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

７ 都市再生・地域再生の推進 

２５ 都市再生・地域再生を推進する  

 業績指標（目標値・

目標年度） 
- 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 

新興国の環境共生型都市開発プロジェクトにおける我が国企業の受注額（年間８８０

億円程度）・目標年度：平成２７年度 
 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

平成23年度以降、我が国不動産開発事業者等によるアジア等の新興国における都市

開発事業は順調に拡大している。たとえば、平成28年7月に三菱商事（株）、三菱地

所（株）と官民ファンドである（株）海外交通・都市開発支援機構（JOIN）がミャン

マー･ヤンゴンにおける本邦企業初の大規模複合都市開発事業(ランドマーク･プロジ

ェクト)を開始し、また同年10月には三菱商事（株）、西日本鉄道（株）、阪神電気

鉄道（株）、京浜急行電鉄（株）とJOINがインドネシア･ジャカルタ郊外における戸

建住宅と商業施設を複合した都市開発事業を開始した。 

国土交通省は、両国も含めたアジア等の新興国諸国との二国間のトップセールス・

政策対話・セミナー等を通じ、相手国での日本型都市開発制度の導入支援や、個別地

区における都市開発の基本構想の提案を行うと共に、日本型都市開発のメリットの理

解促進につとめており、たとえば平成25年9月のミャンマー建設省からの要請に基づ

き、都市開発に関するワークショップの開催（平成26年～）や同国の都市・地域開発

計画法制定に向けた支援（平成27・28年度）を当省が実施している。このような事業

環境の整備が、我が国企業による相手国内での都市開発事業受注・推進につながった

と考えられる。 

なお「「日本再興戦略」改訂2016」（平成28年6月3日閣議決定）において「2020年

に約30兆円」のインフラシステムの受注を目指す（都市開発以外も含む）とされてお

り、引き続き日本企業による海外都市開発事業の更なる拡大の支援に努めて参りたい

。 
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参考ＵＲＬ なし 

その他特記 

すべき事項 
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参考：平成 22 年 8 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．１９】                              

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 
環境共生型都市開発プロジェクトの国際展開支援の推進                         

                                  

担当課 

都市・地域整備局 

都市・地域政策課 

都市計画課 

担当課長名 

 

課長 橋本 晃 

課長 樺島 徹 

施策等の概要 

環境共生型都市開発の海外展開に向けて、新興国の都市開発プロジェクトに対する我

が国民間コンソーシアムによるアプローチを支援するため、自然条件や社会経済条件

の異なる地域を対象に、新興国の都市開発ニーズ等を総合的に調査・分析した上で、

環境共生型都市の基本構想を作成し、都市開発協力に関する二国間政策対話に活用す

るとともに、我が国の先進技術・ノウハウ等を情報発信する海外セミナー等を開催す

る。（予算関係） 

【予算要求額：257百万円】 

施策等の目的 

急速な成長を続けるアジア等の新興国においては、人口増加や都市化、工業化、それ

に伴う環境問題の発生が課題となっており、これらの課題を解決するための環境共生

型都市開発のニーズが高まっている。このため、日本の技術や基準・規格を国際社会

へ発信・提案すること等により、我が国がこれまで培ってきた都市開発に係る技術・

ノウハウをトータルなソリューションとして新興国に展開・浸透させるとともに、新

興国の経済成長に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験を新興国の持続

可能な成長のエンジンとして活用する。 

 

 

 

政策目標 ７  都市再生・地域再生等の推進 

施策目標 ２６ 都市再生・地域再生を推進する 

業績指標 － 

検証指標 新興国の環境共生型都市開発プロジェクトにおける我が国企業の受注額 

目標値 年間８８０億円程度 

目標年度 平成２７年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

日本の技術や基準・規格を国際社会へ発信・提案することや、我が国がこれまで培っ

てきた都市開発に係る技術・ノウハウをトータルなソリューションとして新興国に展

開・浸透させることができていない。 

ⅱ 原因の分析 

○新興国の都市開発ニーズ等に関する情報の不足 

○我が国の技術や基準・規格等の国際社会への発信・提案する機会が不十分  等 

ⅲ 課題の特定 

○環境共生型都市開発のニーズ等について総合的な調査・分析を行った上で、環境共

生型都市開発に関するビジョンやソリューションを取りまとめた基本構想を作成

し、新興国中央政府との二国間政策対話や中央・地方政府関係者等を集めた海外セ
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ミナーにおいて、新興国政府関係者等に対して情報発信を行う必要がある。これら

の取組を通じて、環境共生型都市開発に関する我が国の技術や基準・規格等を国際

社会へ発信・提案し、新興国の都市開発プロジェクトに対する我が国民間コンソー

シアムによるアプローチの支援を行うことが必要である。 

ⅳ 施策等の具体的内容 

○基本構想の作成 

  自然条件や社会経済条件の異なる地域を対象に、新興国の都市開発ニーズ等を総

合的に調査・分析した上で、環境共生型都市の基本構想を作成し、都市開発協力に

関する二国間政策対話等に活用する。 

○海外セミナー開催 

  新興国において、我が国の先進技術・ノウハウ等を統合した環境共生型都市開発

の構想を紹介する。 

○国内シンポジウム開催 

  新興国における都市開発の責任者等を日本に招聘し、官民連携によるプロモーシ

ョンを実施する。 

 

社会的 

ニーズ 

新成長戦略（平成22年6月18日）において、「環境技術において日本が強みを持つイ

ンフラ整備をパッケージでアジア地域に展開させるとともに、アジア諸国の経済成長

に伴う地球環境への負荷を軽減し、日本の技術・経験をアジアの持続可能な成長のエ

ンジンとして活用する。具体的には、新幹線・都市交通、水、エネルギーなどのイン

フラ整備支援や、環境共生型都市の開発支援に官民あげて取り組む」こととされてい

る。 

行政の関与 

環境共生型都市開発に関するビジョンやソリューションを取りまとめた基本構想を

作成し、新興国をはじめとする国際社会へ発信・提案するためには、中央政府間での

政策対話等の機会を活用することが重要であり、行政の関与が必要である。 

国の関与 

環境共生型都市開発に関するビジョンやソリューションを取りまとめた基本構想を

作成し、新興国をはじめとする国際社会へ発信・提案するためには、中央政府間での

政策対話等の機会を活用することが重要であり、国レベルの関与が必要である。 

施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 

２５７百万円（平成２３年度概算要求額） 

○基本構想の作成 

○海外セミナー開催 

○国内シンポジウム開催 

効果 

新興国の都市開発に対する我が国民間コンソーシアムによるアプローチを支援し、幅

広い日本の技術・システムを活用した環境共生型都市開発の海外展開が促進されるこ

とにより、我が国がこれまで培ってきた都市開発に係る技術・ノウハウをトータルな

ソリューションとして新興国に展開・浸透させることができ、我が国企業による受注

が相当額見込まれるとともに、地球環境への負荷軽減、新興国の持続可能な成長への

貢献につながる。 

比較 
本施策により、幅広い日本の技術・システムを活用した環境共生型都市開発の海外展

開が実現し、費用に見合った効率的で十分な効果が得られる。 
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代
替
案 

概要 

国が本施策を実施せず、個々の民間事業者に委ねる場合 

費用 

個々の民間事業者が負担 

効果 

国が本施策を実施せず、個々の民間事業者に委ねる場合、 

○新興国の都市開発ニーズ等に関する情報の不足 

○我が国の都市開発に係る技術・ノウハウをトータルなソリューションとすることが

困難 

○我が国の技術や基準・規格等の国際社会への発信・提案の機会が不十分 

○新興国との二国間政策対話等の機会の欠如 等 

の問題が解決されず、幅広い日本の技術・システムを活用した環境共生型都市開発の

海外展開を実現することは困難。 

比較 

国費は抑制できるが、幅広い日本の技術・システムを活用した環境共生型都市開発の

海外展開を実現することが困難であるため、効率的とは言えない。 

本案と代替案の比較 

本案と代替案を比較すると、本案では新興国の都市開発に対する我が国民間コンソー

シアムによるアプローチを支援することにより、幅広い日本の技術・システムを活用

した環境共生型都市開発の海外展開が促進されるため、その効果は極めて大きく、我

が国企業による受注増効果も見込まれる。よって、本案の方が、効率的である。 

施策等の 

有効性 

本施策を通じて幅広い日本の技術・システムを活用した環境共生型都市開発の海外展

開が促進され、我が国の都市再生・地域再生の推進に資するものと見込まれる。 

その他特記 

すべき事項 

○閣議決定、施政方針演説等 

新成長戦略（平成22年6月18日）の第3章（3）に「環境共生型都市の開発支援に

官民あげて取り組む」、<<21世紀日本の復活に向けた21の国家戦略プロジェクト

>>に「パッケージ型インフラの海外展開」と記載あり。 

  国土交通省成長戦略（平成22年5月17日）の4.1.政策1に「環境共生型都市開発プ

ロジェクトの海外展開を支援するため、官民連携体制を整備」、5.1.3)④に「高度

なICTを活用した低炭素型環境共生都市づくりのノウハウを情報発信するセミナ

ーをアジアの拠点都市で開催する」と記載あり。 

  第174回国会における管内閣総理大臣の所信表明演説において、「急速な成長を

続けるアジアの多くの地域では、都市化や工業化、それに伴う環境問題の発生が課

題となっています。・・・世界に先駆けて、これらの課題を解決するモデルを提示

することで、アジア市場の新たな需要に応えることができます。」と発言あり。 

○平成28年度に事後検証シートにより事後検証を実施。 
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＜Ｎｏ．３＞                                        

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

民間賃貸住宅等を活用した住宅セーフティネット

の確立 

（平成24年度予算概要要求等関係政策アセスメン

ト結果（事前評価書）【Ｎｏ．１】） 

担当 

課長名 

安心居住推進課長 

北 真夫 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

公的賃貸住宅を補完する民間賃貸住宅を活用した重層的な住宅セーフティネット

を構築するとともに、災害時において民間賃貸住宅を被災者向け住宅として効果的に

活用するため、制度を創設（平成24～26年度）。 

管理・契約面で住宅確保要配慮者（高齢者、障害者、子育て世帯その他住宅の確保

に特に配慮を要する者）に配慮する民間賃貸住宅の供給を支援する。 

 平成27～28年度については、住宅確保要配慮者のセーフティネットという政策目的

により合致した事業内容とするため、入居対象者を高齢者、障害者、子育て世帯に限

定するなどの事業の見直しを実施。 

【平成24年予算要求額：20,000百万円】【平成24年予算額：10,000百万円】 

【平成25年～平成28年予算額合計：25,000百万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

１ 少子・高齢化等に対応した住生活の確保及び向上の促進 

１ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る  

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 
登録住宅戸数（目標値：10万戸、目標年度：平成28年）  

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

本施策の実績は約3万戸と目標値には届いていないものの、民間賃貸住宅を活用し

た重層的な住宅セーフティネットの構築等が推進され、高齢者、障害者、子育て世帯

などの住宅確保要配慮者の居住の安定確保に寄与した。 

なお、平成29年度から本施策に替えて、民間賃貸住宅や空き家を活用した住宅確保

要配慮者向け住宅の登録制度等を内容とする新たな住宅セーフティネット制度を創

設することとしている。 

参考ＵＲＬ http://www.minkan-safety-net.jp/  http://www.anshin-kyoju.jp/ 

その他特記 

すべき事項 
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参考：平成 23 年 9 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．１】                               

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 民間賃貸住宅等を活用した住宅セーフティネットの確立 

担当課 
住宅局安心居住推進課 

・住宅総合整備課 
担当課長名 

課長 山口 敏彦 

課長 伊藤 明子 

施策等の概要 

公的賃貸住宅を補完する民間賃貸住宅を活用した重層的な住宅セーフティネットを

構築するとともに、災害時において民間賃貸住宅を被災者向け住宅として効果的に

活用するため、以下の支援制度を創設する（予算関係）。 

・管理・契約面で住宅確保要配慮者（高齢者、障害者、子どもを育成する家庭その

他住宅の確保に特に配慮を要する者）に配慮する民間賃貸住宅の供給支援 

【予算要求額】20,000百万円 

施策等の目的 

① 現下の厳しい雇用情勢・所得環境のもとで、国民が無理のない負担で居住ニーズ

に応じた住宅が確保できる環境を整備するとともに、需要が逼迫している公的賃貸

住宅を補完する民間賃貸住宅の整備を促進する。 

② 災害時における民間賃貸住宅の効果的な活用体制を整備する。 

 

 

 

政策目標 １ 少子・高齢化等に対応した住生活の確保及び向上の促進 

施策目標 １ 居住の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形成を図る 

業績指標 － 

検証指標 登録住宅戸数 

目標値 10万戸 

目標年度 平成28年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

 公営住宅の応募倍率が高い水準で推移するなど（平成21年度・8.8倍）公的賃貸住

宅に対する需要は逼迫しているが、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促

進に関する法律（平成19年法律第112号）第１条に規定する目的に掲げられているよ

うに、住宅確保要配慮者については、賃貸住宅の供給を促進し、その生活の安定の

向上を図る必要がある。 

 また、東日本大震災においては応急仮設住宅の供与に関し一定の期間を要したが

、災害時には、住宅を失った被災者に対し迅速かつ大量の住宅を確保する必要があ

る。 

 

ⅱ 原因の分析 

 近年、厳しい経済・雇用情勢の下、雇用者の所得水準の低下により住居費負担能

力が低下し、住宅に困窮する者が増加する傾向にあることが原因であると考えられ

る。 

 また、災害時の被災者向けの住宅については、応急仮設住宅の建設だけではなく

、民間賃貸住宅の借上げなど既存ストックを有効活用することが必要であるが、こ

のような取組みを実施している地方公共団体は限られている。 
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ⅲ 課題の特定 

 既存の民間賃貸住宅ストックの有効活用を図ることにより、公営住宅等の公的賃

貸住宅を補完する重層的な住宅セーフティネットの構築を図ることが必要である。 

 また、災害時に民間賃貸住宅の借上げを迅速かつ円滑に進めるためには、災害の

前から都道府県と宅地建物取引業者、賃貸住宅管理業者等の民間賃貸住宅関係団体

者との間での体制整備を図ることが必要である。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

① 住宅確保要配慮者の円滑な入居など、これらの者に配慮した契約・管理を実施す

るとともに、災害時の被災者向け利用協定に係る制度の創設 

② ①の制度で登録された住宅の改修費用に係る助成 

 

 

社会的 

ニーズ 

 現下の厳しい雇用情勢・経済情勢において、国民が無理のない負担で居住ニーズ

に応じた住宅を確保できる環境の整備が求められている。 

 また、災害時には、住宅を失った被災者に対し迅速かつ大量に住宅を供給するこ

とが求められている。  

行政の関与 

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭、外国人など住宅の確

保に特に配慮を要する者がそれぞれの特性に応じて適切な住宅を確保できるよう、

公営住宅等公的賃貸住宅を的確に供給するとともに民間賃貸住宅への円滑な入居の

支援を推進し、これらが相まった重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築は

、社会全体として受け止めるべき課題である。 

国の関与 
重層的な住宅セーフティネットの構築については、国が地方公共団体と協力して推

進すべき課題である。 

 施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 

【20,000百万円（平成24年度予算要求額）】 

 管理・契約面で住宅確保要配慮者に配慮する等の要件を満たす民間賃貸住宅の改修費用

に係る助成に要する費用 

効果 

既存の民間賃貸住宅空家を活用した、管理・契約面で住宅確保要配慮者に配慮する賃貸住

宅の供給が促進されるとともに、災害時に迅速かつ円滑に利用可能な民間賃貸住宅ストッ

クの形成が可能となる。 

比較 

費用欄に掲げる費用が必要となるものの、国民が無理のない負担で居住ニーズに応じた住

宅を確保できる環境の整備が図られ、結果として重層的な住宅セーフティネットの構築が

図られるという観点及び災害時の被災者の居住の安定確保を図る観点から、より大きい効

果を得ることができる。 

代
替
案 

概要 

国により全国一律に支援せず、社会資本整備総合交付金を活用し、地方公共団体による公

営住宅の借上げに係る補助（借上げの対象となる民間賃貸住宅の改修費用について補助）

を実施する場合に助成する。 
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費用 

・借上公営住宅の改修に要する費用 

【20,000百万円（仮に本案と同額とする。）】 

・借上公営住宅の家賃低廉化に要する費用 

効果 

既存の民間賃貸住宅空家を活用した、管理・契約面で住宅確保要配慮者に配慮する賃貸住

宅の供給が促進されるとともに、災害時に迅速かつ円滑に利用可能な民間賃貸住宅ストッ

クの形成が可能となるものの、 

① 借上公営住宅として活用する場合の義務補助として、後年度において公営住宅家賃

の低廉化に対する補助費用が継続的に発生することとなり、 

② 借上公営住宅の供給を行う地方公共団体は限られていることから、施策の効果が及

ぶ範囲が限定化される可能性がある。 

③ 借上公営住宅として活用する場合、入居者が低額所得者に限定されることから、施

策の対象が限定化される。 

比較 

住宅セーフティネット施策は市場では対応が困難な者を対象とする者であり、代替案では

、全国的に公的賃貸住宅を補完する民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの構築

を図ることは困難となる。 

本案と代替案

の比較 

本案は、民間賃貸住宅を活用した重層的な住宅セーフティネットを構築するにあたり、 

① 借上公営住宅として民間賃貸住宅を活用する代替案に比べ、家賃低廉化に要する国

庫負担が軽減される 

② 地方公共団体による補助が前提となる代替案に比べ、いつどこで発生するか分から

ない災害に対応する緊急性の高い施策であることを考慮すると、全国的な効果が早期

に得られることが期待できる 

③ 借上公営住宅として入居者が低額所得者に限定される代替案に比べ、他の住宅確保

要配慮者も施策対象とすることができる 

ことから、より効率的・効果的であると考えられる。 

施策等の 

有効性 

本施策により、増加する民間賃貸住宅空家を活用した重層的な住宅セーフティネットの構

築が可能となるとともに、災害時の効果的な民間賃貸住宅活用が可能となる。これにより

、低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭、外国人など住宅の確保に

特に配慮を要する者の居住の安定確保を図ることが可能となる。 

その他特記 

すべき事項 

平成２８年度に事後検証シートにより事後検証を実施。 
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＜Ｎｏ．４＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

鉄道施設緊急耐震対策事業 

（平成24年度予算概算要求等に係る政策アセス

メント結果（事前評価書）【No. 13】） 

担当 

課長名 

鉄道局施設課 

課長 江口秀二 

 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

東日本大震災の被害を踏まえ、東海・東南海・南海地震の３連動地震や首都直下地 

震の想定地域などにおいて、列車の安全運行などを図るため、鉄道の橋りょう・高架橋

の耐震対策の費用の一部を補助することにより耐震対策の進捗を図る。 

（予算関係） 

【平成24年度予算概算要求額：300百万円】 

【平成24年度予算額：鉄道施設安全対策事業費等補助金の内数：880百万円の内数】  

【平成25年度予算額：鉄道施設安全対策事業費等補助金の内数：1,904百万円の内数】 

【平成26年度予算額：鉄道施設安全対策事業費等補助金の内数：2,230百万円の内数】 

【平成27年度予算額：鉄道施設総合安全対策事業費補助の内数：1,814百万円の内数】 

【平成28年度予算額：鉄道施設総合安全対策事業費補助の内数：3,632百万円の内数】 

 
政策目標・ 

施策目標 

５ 安全で安心できる交通の確保、治安、生活安全の確保 

１４ 公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ防止を 

推進する 

 

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 

橋りょう・高架橋の耐震対策実施箇所数 

（５０箇所・平成２８年度） 

 

 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

平成24年度～平成28年度において、本補助制度を活用することにより、のべ104箇所の

橋りょう・高架橋について、鉄道利用者の安全確保、鉄道ネットワークの維持や一時避

難場所としての機能確保を図るための耐震補強が実施された。 

※平成２４年度は、地域鉄道事業者を補助対象としていたところ、平成２５年度から「

特定鉄道等施設に係る耐震補強に関する省令」により耐震補強を努力義務化したことに

併せ、補助対象事業者を拡充し、耐震対策実施箇所が大幅に増大した。 

参考ＵＲＬ  

その他特記 

すべき事項 
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参考：平成 23 年 9 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．１３】                               

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 鉄道施設緊急耐震対策事業の創設 

担当課 鉄道局 施設課 担当課長名 課長 潮崎 俊也 

施策等の概要 

東日本大震災の被害を踏まえ、東海・東南海・南海地震の３連動地震や首都直下地

震の想定地域などにおける、鉄道の橋りょう・高架橋の耐震対策の費用の一部を補

助することにより耐震対策の進捗を図る。（予算関係） 

【予算要求額：３００百万円】 

施策等の目的 

東海・東南海・南海地震の３連動地震や首都直下地震等の切迫性が中央防災会議等
において指摘されていることから、これらの想定地域において列車の安全運行など
を図るため、鉄道施設の耐震対策の更なる緊急的実施を図る。 

 

 

 

政策目標 ５ 安全で安心できる交通の確保、治安、生活安全の確保 

施策目標 
１４ 公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テロ防止を

推進する 

業績指標  － 

検証指標 橋りょう・高架橋の耐震対策実施箇所数 

目標値 ５０箇所 

目標年度 平成２８年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

東日本大震災の被害を踏まえ、東海・東南海・南海地震の３連動地震や首都直下地

震の想定地域などにおいて、橋りょう・高架橋の耐震対策が求められているが、鉄

道事業者の財政事情により現状は進んでいない。 

 

ⅱ 原因の分析 

耐震対策については、これまでも各鉄道事業者において進めてきているものの、利

用者の増加や収益の向上にはつながらないこと、多額の経費を要することから緊急

的に進めることは困難であるため。 

 

ⅲ 課題の特定 

耐震対策には多額の費用が必要であり、早期の実施が図られるためには、助成制度

の創設が急務である。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

補助対象となる施設：東海・東南海・南海地震及び首都直下地震の想定地域などに

おける、鉄道の橋りょう及び高架橋の耐震対策 

 社会的 

ニーズ 

東海・東南海・南海地震の３連動地震や首都直下地震等の切迫性が中央防災会議等

において指摘されており、東日本大震災を踏まえ、一度に大量の旅客を運ぶ輸送機
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関である鉄道について、施設の耐震対策による輸送の安全確保がより一層求められ

ている。 

行政の関与 

地震の発生時において、多数の国民が利用する列車の安全確保のために、耐震補強

を早期に実施する必要があり、これに対する助成制度を用意して実施の促進を図る

ことが行政として不可欠である。 

国の関与 
上記の施策については、鉄道ネットワーク全体の防災対策を考慮すると、広域的か

つ一体的に進める必要があり、国の関与が適切である。 

施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 

３００百万円【平成２４年度予算要求額】 

鉄道施設緊急耐震対策事業に必要な費用 

効果 

本助成制度の創設により、東海・東南海・南海地震や首都直下地震の想定地域などにおけ

る影響エリアの耐震対策が促進され、大規模地震発生時に、列車の安全運行が確保される

。 

比較 

耐震対策が早期に実現すること、大規模地震発生時の影響を最小限にとどめることにより

、高い効果が期待される。 

代
替
案 

概要 

東海・東南海・南海地震や首都直下地震の想定地域などにおける影響エリアの耐震対策を

、鉄道事業者自らの資金だけで行わせることとする。 

費用 
国及び地方自治体の補助がなかった場合、補助金相当額が全額鉄道事業者の負担となる。 

効果 

鉄道事業者にはインセンティブが与えられず、また自己資金での事業となるため、耐震対

策の推進はあまり図られない。 

比較 
耐震対策にかかる鉄道事業者の負担が多くなり、耐震対策の進捗が遅れる。 

本案と代替案

の比較 

補助事業を創設し事業を行うことにより耐震対策の進捗が図られることから、本案のほう

が勝っている。 

施策等の 

有効性 

今後発生が予測されている大規模地震に備え、「鉄道施設緊急耐震対策事業」を創設して

耐震対策を推進することにより、地震時の鉄道のより一層の安全性向上が図られ、「鉄道

の安全性向上」という施策目標の達成に資することから有効である。 

その他特記 

すべき事項 

○「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年7月29日東日本大震災復興対策本部

決定）において以下の記述がある。 

「最大規模の外力に対するリスク評価、防災拠点（災害に強い施設）・情報伝達体制・警

戒避難体制の整備、社会基盤の防災対策の強化とルートの多重化、必要な技術開発、災害

に強い供給網の構築、企業の事業継続の取組みの促進等を行う。」 

 

○平成２８年度までに事後検証シートにより、事後検証を行う。 
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＜Ｎｏ.５＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

津波防災対策の推進 

（平成24年度補正予算関係政策アセスメント結果

（事前評価書）【No.4】） 

担当 

課長名 

海上保安庁海洋情報部 

海洋調査課長 

長屋 好治 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

中央防災会議の提言により設置された「南海トラフの巨大地震モデル検討会」が南

海トラフの巨大地震モデルの想定を見直し、地震の震源域と規模が拡大したことから

、測量船の調査能力を向上させて早急に海底地形データを取得して津波防災情報図を

整備するとともに、得られた海底地形データは自治体等へ提供する。（予算関係） 

【平成24年度補正予算案：１,２０２百万円】 

【平成25～27年度予算額：403百万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

１８ 船舶交通の安全と海上の治安を確保する  

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 
津波防災情報図の整備（65図・平成27年度）  

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

 南海トラフ巨大地震による津波の被害が想定される地域に配属されている測量船

のマルチビーム測深機（6式）を、より広範囲を測量可能とする最新型に更新し、調

査能力を向上させるとともに、必要な海域の海底地形データを取得し、新たな南海ト

ラフ巨大地震モデルに対応した津波防災情報図を整備した。（平成25年度13図、平成

26年度25図、平成27年度27図、の計65図/65図）。 

また、地方自治体等が行う津波浸水域の設定やハザードマップ整備を支援するため、

得られた海底地形データを約130団体へ提供した。 

参考ＵＲＬ http://www1.kaiho.mlit.go.jp/KAIYO/tsunami/index.html 

その他特記 

すべき事項 
特になし 
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参考：平成 25 年 2 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．４】                              

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 
津波防災対策の推進 

                                                             

担当課 
海上保安庁海洋情報部 

海洋調査課 
担当課長名 課長 加藤 幸弘 

施策等の概要 

中央防災会議の提言により設置された「南海トラフの巨大地震モデル検討会」が

南海トラフの巨大地震モデルを見直し、想定される津波の規模及び範囲が拡大した

ことから、測量船の調査能力を向上させて早急に海底地形データを取得して津波防

災情報図を整備するとともに、得られた海底地形データは自治体等へ提供する。（

予算関係） 

【補正予算案：１,２０２百万円】 

施策等の目的 

港湾等における津波到達の時間、流速等をシミュレーションした津波防災情報図

を整備し、船舶津波対策協議会等を通じて災害発生時における港湾内の船舶の津波

防災対策を強化する。 

また、シミュレーションを行うために整備する海底地形データを自治体等に提供

し、津波浸水想定の設定や津波ハザードマップの作成を支援する。 

 

 

 

政策目標 ５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保 

施策目標 １８ 船舶交通の安全と海上の治安を確保する 

業績指標 － 

検証指標 津波防災情報図の整備 

目標値 65図 

目標年度 平成27年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

港湾内の船舶の津波防災対策を強化するためには、新たな地震モデルに対応した津

波防災情報図を早期に整備する必要があるが、現状では津波防災情報図を早期に整

備できない。 

また、海底地形データを取得できておらず、これらを提供して自治体等を支援する

ことができない。 

 

ⅱ 原因の分析 

津波防災情報図を整備するためにはシミュレーションに用いる詳細な海底地形デ

ータが必要であるが、現在保有している海底地形データは密度、精度が不十分であ

る。 

また、調査対象海域が広範囲にわたるため、現在の測量船の調査機器の能力が不

足しており、海底地形データを早急に取得することができない。 

 

ⅲ 課題の特定 
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測量船の調査能力を向上させた上で、必要な海域について早急に調査を行う必要が

ある。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

測量船の調査機器の能力を向上させ、海底地形調査を加速させて早急に海底地形

データを取得し、シミュレーションを実施して港湾等を対象とした津波防災情報図

を整備するとともに、詳細な海底地形データを早期に提供する。 

 

社会的 

ニーズ 

 津波防災対策を推進するため、「津波対策の推進に関する法律（平成23年法律第7

7号）」、「津波防災地域づくりに関する法律（平成23年法律第123号）」が制定さ

れ、「津波防災地域づくりに関する法律」に基づき定められた「津波防災地域づく

りの推進に関する基本的な指針」において津波浸水想定の設定に必要な調査として

海底の地形調査を掲げている。 

また、「防災対策推進検討会議 最終報告（平成24年7月31日）」において、事前

の備えのひとつとして、ハード・ソフトの組合せにより災害に強い国土・地域を実

現するとしており、減災の徹底を求められている。 

行政の関与 
「津波対策の推進に関する法律」及び「津波防災地域づくりに関する法律」にお

いて、津波浸水想定の設定、ハザードマップ等を整備することとされている。 

国の関与 

「津波防災地域づくりに関する法律」において、国は広域的な見地から行う地形

調査を実施することとされている。 

また、「防災基本計画（平成24年9月6日改正）」において、国は津波災害及び津

波防災に資する基本的なデータの集積や、津波予測の高精度化のために海域での観

測の充実及び観測情報の提供を図るとされている。 

 

施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 

1,202百万円（平成24年度補正予算案） 

 津波防災対策の推進 

効果 

新たな地震モデルに対応した津波防災情報図を整備することにより、船舶等の津波被害

軽減が図られる。また、自治体等へ海底地形データを提供することにより津波浸水想定の

設定、ハザードマップ作成等の地域防災力向上を図ることができる。 

比較 

 迅速な調査により、津波防災情報図の整備及び海底地形データの提供が早期に可能とな

り、港湾等における船舶の津波防災対策及び自治体による地域の津波防災対策の強化が図

られる。 

代
替
案 

概要  従来どおり、測量船の現有の調査機器で海底地形調査を実施する。 

費用  なし（既存の設備・経費のみで実施） 

効果 
 必要とされる津波防災情報図の整備及び海底地形データの提供を迅速に実施すること

が困難である。 

比較 
津波防災情報図の整備及び海底地形データの提供を迅速に実施できず、効果は限定的に

なる。 
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本案と代替案

の比較 

 代替案では海底地形調査を迅速に実施できないため、効果が限られる。本案では、必要

な海域の海底地形調査を迅速に行うことができ、津波防災情報図の整備及び海底地形デー

タの提供が早急に可能となるため、効果が著しく大きい。 

施策等の 

有効性 

調査能力を向上させた測量船により、必要な海域の海底地形調査を早期に完了すること

が可能となる。これにより、津波防災情報図の整備及び海底地形データの提供が可能とな

り、津波防災対策を早期に講じることができる。 

その他特記 

すべき事項 

○ 防災対策推進検討会議の最終報告に今後重点的に取り組むべき事項として記載され

ている「災害を予防するための多面的な取組」に資するほか、防災基本計画に記載さ

れている津波災害及び津波防災に資する基本的なデータの集積や提供を通して、津波

防災地域づくりに関する法律等で定められている津波からの防災・減災対策を推進・

強化することができる。 

○ 平成28年度に事後検証シートにより事後検証を実施する。 
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＜Ｎｏ．６＞ 

                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

施策等 

（対象評価書） 

公民連携方式の災害救援フェリーを活用した救援

体制・緊急輸送ネットワークの整備に対する支援

制度の創設 

（平成25年度予算概算要求関係政策アセスメント

結果（事前評価書）【No.10】 

担当 

課長名 

海事局内航課 

池光 崇 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

東日本大震災において、フェリー等の船舶は発災直後から被災地へ支援物資、自衛隊

、警察、消防等の要員や車両を緊急輸送するなど、改めてその役割が国民各層に幅広

く再認識されたところであり、今後想定される大規模災害等に備え、地方自治体、事 

業者、業界団体等の連携による、災害時の救援体制・緊急輸送ネットワークの整備 

を促進することを目的として予算要求を行った。 

ただし、要求時は災害救援フェリーの改造費用の一部を補助することを目的としていた

が、予算編成過程において、東日本大震災等の経験を踏まえると、災害時のフェリー等の

船舶の活用についてまずは課題等の整理を行い、国・地方自治体の防災計画や緊急輸送計

画における位置付けと関係者間の役割分担、その上で必要となるフェリー等の船舶の機

能・役割やそれらを確保するための課題等を調査し、災害時のフェリー等の船舶の活用促

進の方策を取りまとめることとした。 

【平成25年度予算要求額：200百万円】【平成25年度予算額：14百万円】 

                  【平成26年度予算額：52百万円】 

 
政策目標・ 

施策目標 

６  国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 

１９ 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的 

な国際海上輸送の確保を推進する 

 

 
業績指標（目標値・

目標年度） 

 

― 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 

大規模災害時におけるフェリ－等の船舶を円滑に活用するための方策を取りまとめ

る。（平成26年度） 

＜施策内容の変更に伴い、アセスメント評価書から検証指標を変更＞ 

 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

・平成25年5月に「大規模災害時の船舶の活用等に関する調査検討会」を設置し、大

規模災害時の船舶活用の位置付けと関係者間の役割分担、その上で必要となる船舶の

機能・役割やそれらを確保するための課題等につき検討を実施。平成26年3月に最終

報告をとりまとめた。 

・上記最終報告を踏まえ、活用可能な船舶の具体的確保策や支援受け入れ側の実務手

順の円滑化について具体的に検討を進めるため、平成26年7月に「災害時の船舶活用

の円滑化の具体的方策に関する調査検討会」を設置し、平成27年3月に最終報告をと

りまとめた。 

・上記最終報告を受け、災害時に船舶を活用したいとの依頼があった場合に、活用ニ

ーズに応じた船舶の候補を迅速に抽出するマッチングシステムを構築し、平成27年度

より運用を開始するとともに、実際に防災訓練等で活用した。 
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・さらに、警察庁、消防庁、防衛省及び民間フェリー事業者等と連携し、「連絡体制

の整備」や「定期的な合同訓練の実施」等、南海トラフ地震及び首都直下地震発災時

に民間フェリーで広域応援部隊を迅速に輸送するための対策をとりまとめるととも

に、広域応援部隊の輸送について、通常の輸送に優先して対応するよう、平成28年12

月に国土交通大臣から民間フェリー事業者等に対し協力を要請した。 

・上記のような取組を継続することにより、大規模災害時の円滑なフェリー活用の実

現が図られる。 

参考ＵＲＬ 
http://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk_13091902.html 

http://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk3_000037.html 

その他特記 

すべき事項 

 

なし 
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参考：平成 25 年 2 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．１０】                               

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 
公民連携方式の災害救援フェリーを活用した救援体制・緊急輸送ネットワークの整

備に対する支援制度の創設 

担当課 
海事局内航課 

港湾局海岸・防災課 
担当課長名 

課長 大石英一郎 

課長 丸山隆英 

施策等の概要 

地方自治体、事業者、業界団体等が連携を強化し、救援活動を含めた災害発生時

協力体制を構築する際に必要となる災害救援フェリーの改造費用の一部を補助する

とともに、港湾における受入体制や防災機能の確保に対し支援を行うことにより、

災害時の救援体制・緊急輸送ネットワークの整備を促進する。（予算関係） 

【予算要求額：２００百万円】 

施策等の目的 

東日本大震災において、フェリーは発災直後から被災地へ支援物資、自衛隊、警

察、消防等の要員や車両を緊急輸送するなど、改めてその役割が国民各層に幅広く

再認識されたところであり、今後想定される大規模災害等に備え、地方自治体、事

業者、業界団体等の連携による、災害時の救援体制・緊急輸送ネットワークの整備

を促進する。 

 

 

 

政策目標 ６ 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化 

施策目標 
１９ 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推進、みなとの振興、安定的

な国際海上輸送の確保を推進する 

業績指標 － 

検証指標 
救援活動を含めた災害発生時協力体制を構築する際に必要となる災害救援フェリ

ーの整備（検討中） 

目標値 
救援活動を含めた災害発生時協力体制を構築する際に必要となる災害救援フェリ

ーの整備（検討中） 

目標年度 （検討中） 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

東日本大震災を踏まえ、今後想定される大規模災害等に備えた救援・緊急輸送体

制の整備が必要であるが、フェリーの災害救援機能を効果的に活用するための具体

的な枠組みがなく、多くのフェリーでは、本格的な災害支援活動の実施に必要不可

欠な設備が未整備である。 

 

ⅱ 原因の分析 

これまでの「緊急輸送協定」は、抽象的な協力事項を羅列した紳士協定で実効性

が不十分であるとともに、災害発生時にどのフェリーが救援に赴くか具体的な想定

がされていない。さらに、航路外での救援活動に伴う事業者の減収・費用増の補填

に関するルールがない。 

また、被災想定地域の多くはフェリー航路の空白地帯であり、事業者との関係が

稀薄である。 
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ⅲ 課題の特定 

地方自治体、事業者、業界団体等の関係者の連携強化による救援体制・緊急輸送

ネットワークの整備が必要であるとともに、同体制に必要な災害救援フェリーの改

造等費用に対する補助制度が必要である。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

 地方自治体、事業者、業界団体等の関係者が連携を強化し、救援活動を含めた災

害発生時協力体制を構築する際に必要となる災害救援フェリーの改造（サイドラン

プウェイ※、電子チャート、被災者用設備等の設置）に対して一部補助するとともに

、港湾における受入体制や防災機能の確保に対し支援する。 

（※船舶の側面に設置された自動車等が自走で乗降可能な可動橋） 

 社会的 

ニーズ 

東日本大震災を踏まえ、今後想定される大規模災害等に備えた実効性のある救援

体制・緊急輸送ネットワークの整備が求められている。 

行政の関与 

今後想定される大規模災害等に備えた実効性のある救援体制・緊急輸送ネットワ

ークを整備するには、本格的な災害支援活動が可能な災害救援フェリーの整備が不

可欠であり、これに対する補助制度を創設するとともに、港湾における受入体制や

防災機能の確保に対し支援することで災害発生時協力体制を整備することが行政と

して不可欠である。 

国の関与 
 上記の施策については、大規模災害等が想定される全国各地で災害発生時協力体

制を整備することが重要であり、国の関与が必要である。 

 

施策等の 

効率性 

 

 

本
案 

費用 

２００百万円【平成２５年度予算要求額】 

救援活動を含めた災害発生時協力体制を構築する際に必要となる災害救援フェリーの

改造（サイドランプウェイ、電子チャート、被災者用設備等の設置）及び港湾の整備に必

要な費用。 

 

効果 

 本補助制度の創設により、今後想定される大規模災害等に備えた実効性のある災害時の

救援体制・緊急輸送ネットワークの整備が促進される。 

 

比較 

 国の補助により災害救援フェリーを用いた災害発生時協力体制を推進するため、より効

果的に実効性のある救援体制・緊急輸送ネットワークが整備される。 

代
替
案 

概要 
 これまでの地方自治体と事業者又は業界団体等との間で締結された「緊急輸送協定」に

基づく災害発生時協力体制の整備 

費用 

国の補助制度がない場合、本格的な災害支援活動が可能な災害救援フェリーの改造は全

てフェリー事業者の負担となる。 

効果 

 災害発生時にどのフェリーが救援に赴くか具体的な想定がされないなど、結果的に抽象

的な協力事項を羅列した紳士協定にしかならないため、実効性のある救援体制・緊急輸送

ネットワークの整備が促進されない。 
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比較 

 事業者の負担が大きいことから、災害支援活動に必要なフェリーの改造が行われず、具

体的なフェリーも特定されないなど、結果的に緊急輸送協定も抽象的な協力事項を羅列し

た紳士協定にしかならないため、救援体制・緊急輸送ネットワークとしては実効性が不十

分なものとなる。 

本案と代替案

の比較 

 補助事業を創設することにより、実効性のある救援体制・緊急輸送ネットワークの整備

が促進されるため、本案の方が効率的である。 

施策等の 

有効性 

 本補助制度の創設により、今後想定される大規模災害等に備えた実効性のある災害時の

救援体制・緊急輸送ネットワークの整備が促進されることから、有効な施策である。 

その他特記 

すべき事項 

平成２８年度までに、事後検証シートにより事後検証を行う。 
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＜Ｎｏ.７＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

緊急地震速報・津波観測情報の高度化 

（平成２６年度予算概算要求関係政策アセスメン

ト結果（事前評価書）【No.3】） 

担当 

課長名 

気象庁 

 地震火山部管理課 

課長 野村 竜一 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

気象庁の地震、津波観測網のデータ収集・解析に加え、他機関データも収集・解析

し、海域で発生する地震・津波をいち早く検知し、精度の高い緊急地震速報及び津波

観測情報を迅速に提供する。これにより、海域での地震波・津波の早期検知により、

精度の高い緊急地震速報及び津波観測情報を迅速に提供し、地震及び津波による被害

の軽減に寄与する。（予算関係）  

【平成26年度予算要求額：1,162百万円】 

【平成26年度予算額：304百万円、平成27年度予算額：1,074百万円】 

 
政策目標・ 

施策目標 

4  水害等災害による被害の軽減 

10  自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を

充実する。 

 

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 

検証指標（目標値・ 

目標年度） 

緊急地震速報の精度向上 

（緊急地震速報において、震度4以上を観測又は予想した地震について、予想誤差が

計測震度±1以下に収まる地域の割合を平成22年度の28%から平成27年度までに85%以

上とする。（平成24年度実績値：79%）） 

 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

気象庁の地震、津波観測網のデータ収集・解析に加え、他機関が新たに整備した大

量のデータも収集・解析できるよう地震活動等総合監視システム（EPOS）中枢システ

ムを平成26、27年度に本庁及び大阪管区気象台に整備した。これにより、平成28年７

月28日から、これら観測データの津波の観測値の発表等への活用を開始し、沖合での

津波の検知が最大20分程度早くなったことで、津波警報等の更新及び沖合の津波観測

に関する情報の迅速化や精度向上が図られた。 

また、EPOSを整備したことで地震が同時に発生した場合に従来よりも精度よく震源

を推定する手法（IPF法）の運用を平成28年12月14日に開始することもできた。 

なお、検証指標は、平成22年度の28%から平成27年度には86%に向上した。 

参考ＵＲＬ なし 

その他特記 

すべき事項 
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参考：平成 25 年 8 月に実施した政策アセスメント評価書 

 

【No．３】                           

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 緊急地震速報・津波観測情報の高度化 

担当課 気象庁地震火山部管理課 担当課長名 管理課長 上垣内 修 

施策等の概要 

 気象庁の地震、津波観測網のデータ収集・解析に加え、他機関データも収集・解

析し、海域で発生する地震・津波をいち早く検知し、精度の高い緊急地震速報及び

津波観測情報を迅速に提供する。（予算関係） 

【予算要求額：1,162百万円】 

施策等の目的 
 海域での地震波・津波の早期検知により、精度の高い緊急地震速報及び津波観測

情報を迅速に提供し、地震及び津波による被害の軽減に寄与する。 

 

 

 

政策目標 4 水害等災害による被害の軽減 

施策目標 
10 自然災害による被害を軽減するため、気象情報等の提供及び観測・通信体制を

充実する。 

業績指標 45 緊急地震速報の精度向上 

検証指標 － 

目標値 

 緊急地震速報において、震度4以上を観測又は予想した地震について、予想誤差が

計測震度±1以下に収まる地域の割合を平成22年度の28%から平成27年度までに85%

以上とする。（平成24年度実績値：79%） 

目標年度 平成27年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

 平成23年東北地方太平洋沖地震においては、活発な余震活動に伴い適切に緊急地

震速報が発表できない事例が多発した。システム上の様々な問題、限界等に対し、

中央防災会議の「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門

調査会」や気象庁の「緊急地震速報評価・改善検討会技術部会」等において、緊急

地震速報、及び津波警報等の発表に関わる技術的改善や、東北地方太平洋沖地震を

受けて強化された観測データの利用等について多くの提言を受けた。 

ⅱ 原因の分析 

 緊急地震速報の処理において、同時に発生した地震を分離して処理できず一つの

地震として処理するなどの計算アルゴリズムの課題があった。また、現行システム

では平成23年東北地方太平洋沖地震の様な巨大な地震を迅速に精度良く分析するこ

とが困難であった。 

ⅲ 課題の特定 

 巨大な地震の精度良い分析、同時に発生する地震の処理の分離、海域の観測点を

取り込んだ精度の良い情報の発表のいずれにおいても、現在以上に膨大なデータ量

を速やかに分析するためのシステムの能力向上が不可欠である。 

27



ⅳ 施策等の具体的内容 

 平成23年東北地方太平洋沖地震を受けた機能強化を含めて、平成26、27年度で本

庁及び大阪管区気象台の地震活動等総合監視システム（EPOS）中枢システム並びに

札幌、仙台、福岡管区気象台及び沖縄気象台のクライアント端末を更新・強化する

。 

 

社会的 

ニーズ 

 日本海溝沿いの巨大地震や南海トラフ地震を始めとして海域における巨大な地震

の発生が懸念されており、迅速・確実な避難が求められている。この事からも、海

域での地震波・津波の早期検知による精度の高い緊急地震速報及び津波に関する情

報の迅速な提供に関する社会的なニーズは大きい。 

行政の関与 

 地震及び津波に関する情報については、国民の安全・安心に影響を及ぼすもので

あり、地震及び津波の被害を軽減するためには、行政が責任を持って被害防止・軽

減につながる情報を提供する必要がある。 

国の関与 

 巨大な地震が地域を問わず発生する可能性があり、ひとたび発生した場合は広い

範囲にわたって影響を受ける。このような災害に対しては海域も含めた全国規模の

地震及び津波の観測ネットワークが必要である。従って、地方ではなく国の責務と

して実施する必要がある。 

施策等の 

効率性 
 

 

 

費用 1,162百万円（平成26年度予算要求額） 

効果 

・大深度地震計、海底地震計、インライン式海底ケーブル地震計等の海域における観測デ

ータを活用することにより、特に海域で発生した地震において緊急地震速報の迅速かつ高

精度な提供を図る。 

・沖合津波計等の観測データを活用し、観測値と津波の予測値との比較・評価、再シミュ

レーションを迅速に処理し、津波観測情報の高度化や、津波警報等の改善を図る。 

・巨大な地震において、その規模を早期把握することにより、より精度の高い津波警報へ

の更新を実現する。 

代
替
案
と
の
比
較 

概要 
 現行の地震活動等総合監視システムと同機能の能力を有するシステムに更新し解析や

情報提供を継続する。 

費用 
 1,314百万円（平成19～21年度において地震活動等総合監視システム更新時に要した予

算額） 

効果 
 緊急地震速報及び津波観測情報の精度については、計算手法の改善等による限定的な精

度向上のみが見込まれる。 

比較 

 今後増加が見込まれる海域における観測データを、新たにシステムに取り込み活用する

ことが困難となるため、施策を実施した場合と比較して以下の点で異なる。 

・海域の観測データを活用した迅速な情報提供がなされない。 

・海域の観測データを活用した情報の精度向上がなされない。 

施策等の 

有効性 

 本施策の実施により、処理能力の向上したシステムを活用して、他の行政機関や研究機

関が観測する海域の観測点を含めた大量のデータを迅速に処理し、緊急地震速報や津波警

報等の迅速かつ高精度な提供が可能となる。これにより、海域で発生した巨大地震におい

て、緊急地震速報から強い揺れが到達するまでの猶予時間が増加し、身の安全を図ること
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で揺れによる負傷者数の減少が見込まれるとともに、津波警報等の迅速な提供による津波

到達時刻までの猶予時間が増加することで、沿岸の住民がより確実速やかに高台等へ避難

することが可能となり、より多くの住民の生命を救うことが見込まれる。 

その他特記 

すべき事項 

 中央防災会議の「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査

会」や気象庁の「緊急地震速報評価・改善検討会技術部会」等の様々な報告において、緊

急地震速報及び津波警報等の発表に関わる技術的改善の必要性が指摘されている。 

 また、中央防災会議防災対策推進検討会議の下に平成24年4月に設置された「南海トラ

フ巨大地震対策検討ワーキンググループ」において、南海トラフ巨大地震を対象として当

面取り組むべき対策等をとりまとめた最終報告が平成 25年5月に報告され、緊急地震速報

の迅速性と精度の向上、津波に関する観測データの関係機関との共有、津波に関する予測

の精度向上について検討を進める必要があるとされている。 

 平成27年度政策チェックアップ（平成28年度実施）により事後評価を実施。 
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  ＜Ｎｏ．８＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

社会資本情報のプラットフォーム構築 

（平成26年度予算概算要求等に係る政策ア

セスメント結果（事前評価書）【No. 7】） 

担当 

課長名 

大臣官房技術調査課 

課長 石原 康弘 

総合政策局技術政策課 

課長 吉元 博文 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

社会資本とその維持管理に係る情報を把握するため、設計時、施工時、維持管理時

、モニタリング時など、それぞれの分野・段階で整備・収集されたインフラに関する

情報を一元的に扱うためのルール等を付与した社会資本情報プラットフォームを構

築する。これにより、社会資本の状況の「見える化」を推進し、施設の長寿命化計画

等に基づく効率的な維持管理を推進する。 

また、国や地方公共団体等が所有する社会資本に対して、全国にある同種構造物の

データ等を統一的に分析することで劣化等を早期に把握し、管理や長寿命化計画に反

映することで、社会資本の維持管理コストの削減・平準化の実現や地域防災計画の策

定などの行政の企画立案の効率化を促すことで、戦略的な維持管理・更新を推進する

。（予算関係） 

【平成26年度予算要求額：160百万円】 

【平成26年度予算額：40百万円】【平成27年～28年予算額：80百万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

３０ 社会資本整備・管理等を効果的に推進する  

 業績指標（目標値・

目標年度） 
－ 

 
検証指標（目標値・ 

目標年度） 

社会資本情報プラットフォームの構築及び運用の開始 

（平成２７年度） 
 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

社会インフラの維持管理・更新に必要なデータを統一的に扱うプラットフォームを

平成26年度から一部運用開始、平成27年度以降、機能強化を図りつつ、本格運用に移

行。平成29年3月下旬目処に一般公開し、一般利用者等における利活用を開始する予

定である。蓄積、公開されるデータは国だけでなく、地方公共団体等の社会資本イン

フラデータも蓄積し、情報の相互利用が可能な体制となるため国と地方公共団体等及

び地方公共団体等相互による比較・検討が可能となり、効果的な維持管理方策の企画

を促す効果が期待される。 

参考ＵＲＬ なし 

その他特記 

すべき事項 
なし 
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参考：平成 26 年 3 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．７】                              

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 
社会資本情報のプラットフォーム構築 

                                                             

担当課 
大臣官房技術調査課 

総合政策局技術政策課 
担当課長名 

田村 秀夫（技術調査課） 

吉田 正彦（技術政策課） 

施策等の概要 

社会資本とその維持管理に係る情報を把握するため、設計時、施工時、維

持管理時、モニタリング時など、それぞれの分野・段階で整備・収集され

たインフラに関する情報を一元的に扱うためのルール等を付与した社会

資本情報プラットフォームを構築する。これにより、社会資本の状況の「

見える化」を推進し、施設の長寿命化計画等に基づく効率的な維持管理を

推進する。（予算関係） 

【予算要求額：１６０百万円】 

施策等の目的 

国や地方公共団体等が所有する社会資本に対して、全国にある同種構造物

のデータ等を統一的に分析することで劣化等を早期に把握し、管理や長寿

命化計画に反映することで、社会資本の維持管理コストの削減・平準化の

実現や地域防災計画の策定などの行政の企画立案の効率化を促すことで、

戦略的な維持管理・更新を推進する。 

 

 

 

政策目標 ９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

施策目標 ３０ 社会資本整備・管理等を効果的に推進する 

業績指標 － 

検証指標 社会資本情報プラットフォームの構築及び運用の開始 

目標値 ― 

目標年度 平成２７年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

我が国の社会資本ストックは、高度経済成長期などに集中整備され、今後

急速に老朽化することが懸念されることから、真に必要な社会資本整備と

のバランスをとりながら、戦略的な維持管理・更新を行うことが喫緊の課

題となっている。 

しかし、点検情報を含めたインフラに係る情報の管理が共通のルールを持

たず、データベースも散在しているため、情報の統一的な取り扱いが困難

な状況である。 

ⅱ 原因の分析 

社会資本情報は膨大であり、これまで施設毎に管理されていたため

データベース化が施設分類ごとに大きく異なり、施設横断的に情報

を共有するに至っていない。 

ⅲ 課題の特定 

インフラに係る情報が共通のルールを持たず、データベースも散在してい
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るため、インフラに係る情報の現状把握と統一的取り扱いのルールの検討

が必要。 

ⅳ 施策等の具体的内容 

社会資本に係る情報の統一的取り扱いのためのルールの検討と社会資本

情報プラットフォームの構築を行う。 

 
社会的 

ニーズ 

今後社会資本の維持管理のための費用は増加することが見込まれており、

戦略的な維持管理を進める上で施設情報を一元的に把握することが求め

られている。 

行政の関与 

大半のインフラの管理者は、国や地方公共団体といった公的主体である。

維持管理・更新に関する情報の取り扱い方法等の検討は、行政が管理ニー

ズを踏まえて行う必要がある。 

国の関与 
各地方公共団体の管理するインフラを含むプラットフォームの構築は、国

が先導して行うほかない。 

 

施策等の 

効率性 

本施策による以外に施設横断的に情報を共有することは、困難である。 

一方、本施策によれば、情報の統一的な扱いが可能となり、国や地方公共団体

等が保有する社会資本の維持・管理コストの縮減、平準化に寄与することにな

り、限られた財源の中で戦略的な維持管理が可能となる。 

 

 

費用 

 

１６０百万円 

効果 
施設横断的な情報の共有が可能となる。 

代
替
案
と
の
比
較 

概要 
－ 

費用 
－ 

効果 
－ 

比較 

－ 
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施策等の 

有効性 

本施策の実施により、社会資本情報にひも付けた検索機能を有する社会

資本情報プラットフォームが構築され、日本全国から各自治体が保有す

る社会資本と同ケースの社会資本の事例を探すことができるようになる

ことから、効率的に維持管理手法等の比較・検討が可能となり効果的な

維持管理の企画を促す効果が期待される。 

その他特記 

すべき事項 

○日本再興戦略（平成２５年６月１４日閣議決定）において、インフラ情報の

データベース化を推進し、インフラ維持管理・更新情報プラットフォームの一

部運用開始、2015年以降機能強化を図りつつ、本格運用へ移行するとされてい

る。 

 

○世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成２５年６月１４日閣議決定）において、

社会インフラの維持管理・更新に必要なデータを統一的に扱うプラットフォー

ムを構築、2015年以降機能強化を図りつつ、本格運用へ移行すると共に施設管

理者や国民への「見える化」を推進するとされている。 

 

○社会資本整備審議会・交通政策審議会中間答申（平成25年5月）において、

国は大きな視野を持った検討や地域共通の課題の検討等、維持管理・更新に係

る技術開発の中心を担うべきとされている。 

 

○平成２８年度に事後検証シートにより事後検証を実施。 
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＜ＮＯ．９＞                                       

事後検証シート（政策アセスメント関係） 

 

施策等 

（対象評価書） 

新たなエネルギー輸送ルートの海上輸送体制の確

立（平成２７年度予算概算要求関係政策アセスメ

ント評価書【No.34】） 

担当 

課長名 

海事局船舶産業課長 

宮武 宜史 

 

 

施策等の概要 

・目的 

 

 

海外で生産される新たなエネルギー資源を我が国へ海上輸送する体制の確立に係る

洋上LNG受入施設の安全に関するガイドライン等を策定する。これにより、新たなエ

ネルギーの海上輸送体制の確立のための環境を整備する。 

 

【平成２７年度予算要求額：２００百万円】 

【平成２７年度予算額：９７百万円、平成２８年度予算額：１１０百万円】 

 政策目標・ 

施策目標 

９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

３６ 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る  

 
業績指標（目標値・

目標年度） 
- 

 

検証指標（目標値・ 

目標年度） 

洋上LNG受入施設に係る安全に関するガイドライン等の策定（目標年度：平成２８年

度） 

※ガイドラインの策定にあたり、より詳細な検討を行うため事業期間を１年延長したことにより、

目標年度が１年後ろ倒しとなった。 

 

 

施策等の効果 

の測定及び結果 

（実際の有効性） 

平成２７年度より学識者や関係省庁、国際的な船舶の検査機関等の専門家で構成され

る洋上LNG受入施設の津波対策調査検討委員会を立ち上げ、模型試験や動揺シミュレ

ーションの結果に基づく洋上LNG受入施設を導入する場合の津波対策等の評価方策の

検討を行った。また、本検討委員会の議論を踏まえ、平成２８年度に洋上LNG受入施

設の導入のための津波対策等の評価に関するガイドラインをとりまとめた。これによ

り、我が国における洋上LNG受入施設の導入にあたっての安全対策等の検討が進み、

新たなエネルギーの海上輸送体制の確立のための環境の整備に資することが期待さ

れる。 

参考ＵＲＬ  

その他特記 

すべき事項 
なし 
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参考：平成 26 年 8 月に実施した政策アセスメント評価書 

【No．３４】                              

政策アセスメント評価書（個票） 

施策等 新たなエネルギー輸送ルートの海上輸送体制の確立 

担当課 海事局船舶産業課 担当課長名 大坪 新一郎 

施策等の概要 

海外で生産される新たなエネルギー資源を我が国へ海上輸送する体制の

確立に係る船体及び付帯設備等の安全に関するガイドライン等を策定す

る。（予算関係） 

【予算要求額：５１０百万円】 

施策等の目的 

新たなエネルギーの海上輸送体制の確立のための環境を整備する。 

 

 

 

政策目標 ９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益の保護 

施策目標 ３６ 海事産業の市場環境整備・活性化及び人材の確保等を図る 

業績指標 － 

検証指標 
新たなエネルギーの輸送船に係る安全に関するガイドライン等の策定 

目標値 － 

目標年度 平成２７年度 

施策等の必要性 

ⅰ 目標と現状のギャップ 

既存化石燃料(原油等)の需要ひっ迫と価格高騰を背景に、CO2排出量削

減効果の高いクリーンで経済的な新たなエネルギーの確保が早急に求め

られている。世界的な天然ガス（LNG)の受給の増加、供給地・需要地が拡

大する中、LNGを洋上で受入、貯蔵・再気化して陸上へ送る洋上LNG受入施

設が急増している。洋上LNG受入施設は、①導入コストが低い、②短期間

で導入可能、③移動・転用が容易等のメリットがあり、LNG受給環境への

変化に即応可能であることから、我が国においても導入ニーズが出てきて

いるが、導入されていない。 

 

ⅱ 原因の分析 

我が国において洋上LNG施設を設置する場合における、安全等に係る指針

が存在しない。 

 

ⅲ 課題の特定 

洋上LNG施設は、特定の海域に一定期間設置されることとなるが、当該

海域の気象・海象状況に応じた最適な係留方法を選定することが必要であ

り、係留方法選定のための評価手法の確立が必要である。また、係留方法

や設置海域等に応じた津波等の緊急時における対応指針の策定が必要と

なる。さらに、長期間の係留を想定した適切なメンテナンス・検査手法の

35



策定が必要となる。 

また、我が国において洋上LNG施設を設置する場合において、関連法令

の適用関係を洋上LNG施設の設備等に応じて整理することが必要である。 

 

ⅳ 施策等の具体的内容 

新たなエネルギーの輸送船に係る技術・運航要件の調査及び安全評価、

洋上LNG受入施設の導入のための安全等評価、輸送船等の安全に関するガ

イドライン等を策定する。 

 

 

社会的 

ニーズ 

新たなエネルギーの海上輸送体制の確立により、より安価で安定的な新

たなエネルギーの輸入が可能となり、新たなエネルギー需要の増加に対応

し、我が国の経済的なエネルギー需給に寄与する。 

なお、「日本再興戦略改訂2014」（平成26年6月24日閣議決定）におい

ても、資源輸送ルートの多様化への対応など、天然ガスの調達コストの低

減に取り組むとされている。また、北米からのLNG輸入実現に向けた取組

を継続することとされている。 

行政の関与 

船の安全・環境に関する基準は、利益を目的とした民間が自助努力で実

施するものではなく、行政が定めることであることから行政の関与が不可

欠。 

国の関与 

船舶は自治体の枠を越えたものであり、国として安全な基準を策定する

必要があるため、国が取り組む必要がある。 

 

 

施策等の 

効率性 

行政（国）が海外で生産される新たなエネルギー資源を我が国へ海上輸送す

る体制の確立に係る船体及び付帯設備等の安全に関するガイドライン等を策

定しない場合には、新たなエネルギーの安全な海上輸送体制が確立されないこ

とで、エネルギーの低廉かつ安定的な供給が実現されない可能性があることか

ら、今後の新たなエネルギー需要の増加に対応できない。また、事故による人

命、環境等に対する被害が発生する恐れがある。 

一方、下記の費用は要するものの、本施策によるガイドラインの策定により

、船体及び付帯設備等の安全性が高まることで事故による人命・環境等に対す

る被害が軽減するとともに、エネルギーの低廉かつ安定的な供給の実現に大き

く寄与することから、費用に比べて効果は正当化できる。 

 

 

費用 

５１０百万円（平成２７年度予算要求額） 

海外で生産される新たなエネルギー資源を我が国へ海上輸送する体制の確

立に係る船体及び付帯設備等の安全に関するガイドライン等を策定するため

の費用。 

効果 

・船体及び付帯設備等の安全性が高まり、事故による人命・環境等に対する被

害が軽減する・ 

・LNG受入が低コストになる。 
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代
替
案
と
の
比
較 

概要 
－ 

費用 
－ 

効果 
－ 

比較 
－ 

施策等の 

有効性 

本施策の実施により、新たなエネルギーの輸送船等の安全に関するガイドラ

イン等の策定がなされ、エネルギーの低廉かつ安定的な供給の実現に寄与する

ことが期待される。これは、上記の施策目標の達成に寄与する。 

その他特記 

すべき事項 

○日本再興戦略改訂2014（平成26年6月24日閣議決定） 

５－３.環境・エネルギー制約の克服  

⑥LNG等の調達コストの低減 

 仕向地条項の緩和等によるLNG市場の柔軟化を推進するとともに、新たな共

同調達の戦略的活用の促進、北米等からのLNG供給の実現や権益獲得による供

給源の多角化、資源輸送ルートの多様化への対応など、資源調達環境の改善を

進める。 

 

○骨太の方針2014（平成26年6月24日閣議決定） 

２－２．イノベーションの促進等による民需主導の成長軌道への移行に向けた

経済構造の改革 

（４）資源・エネルギー 

 （略）中長期的にも展望されるエネルギーコスト高への対策を早急に講じ、

資源・エネルギーを安価かつ安定的に確保する。 

 

○インフラシステム輸出戦略（平成25年5月17日経協インフラ戦略会議決定）

４．新たなフロンティアとなるインフラ分野への進出支援 

シェールガス革命に伴い需要増が見込まれるLNG海上輸送事業等の支援 

 

○平成２８年度に事後検証シートにより事後検証を実施。 
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